
【表紙】
 

【提出書類】 四半期報告書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の７第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 平成27年11月11日

【四半期会計期間】 第59期第２四半期（自　平成27年７月１日　至　平成27年９月30日）

【会社名】 パナホーム株式会社

【英訳名】 PanaHome Corporation

【代表者の役職氏名】 取締役社長　　藤井　康照

【本店の所在の場所】 大阪府豊中市新千里西町一丁目１番４号

【電話番号】 （０６）６８３４－５１１１　（代表）

【事務連絡者氏名】 経理部長　　　北野　幸治

【最寄りの連絡場所】 東京都新宿区西新宿二丁目３番１号

【電話番号】 （０３）６８６３－６１１１　（代表）

【事務連絡者氏名】 東部営業経理部長　　奥中　貞和

【縦覧に供する場所】 パナホーム株式会社東京支社

（東京都新宿区西新宿二丁目３番１号）

パナホーム株式会社神奈川支社

（横浜市都筑区中川中央一丁目28番９号）

パナホーム株式会社愛知支社

（名古屋市名東区一社一丁目83番地）

パナホーム株式会社神戸支社

（神戸市中央区京町69番地）

株式会社東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）

 

EDINET提出書類

パナホーム株式会社(E00624)

四半期報告書

 1/19



第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第58期
第２四半期
連結累計期間

第59期
第２四半期
連結累計期間

第58期

会計期間
自平成26年４月１日
至平成26年９月30日

自平成27年４月１日
至平成27年９月30日

自平成26年４月１日
至平成27年３月31日

売上高 （百万円） 152,410 162,999 325,622

経常利益 （百万円） 4,512 4,566 13,003

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純利益
（百万円） 2,637 2,704 7,995

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 3,017 2,883 9,177

純資産額 （百万円） 130,694 136,637 135,165

総資産額 （百万円） 237,905 257,624 246,747

１株当たり純資産額 （円） 776.93 810.64 803.60

１株当たり四半期（当期）純利

益金額
（円） 15.70 16.10 47.60

潜在株式調整後１株当たり四半

期（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 54.9 52.8 54.7

営業活動によるキャッシュ・フ

ロー
（百万円） △1,319 3,009 6,598

投資活動によるキャッシュ・フ

ロー
（百万円） △1,632 △57 △2,914

財務活動によるキャッシュ・フ

ロー
（百万円） △2,014 △2,344 △3,786

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高
（百万円） 57,372 62,879 62,335

 

回次
第58期
第２四半期
連結会計期間

第59期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自平成26年７月１日
至平成26年９月30日

自平成27年７月１日
至平成27年９月30日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 17.30 24.76

 

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載

しておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）等を適用し、第１四半期連結

累計期間より、「四半期（当期）純利益」を「親会社株主に帰属する四半期（当期）純利益」としており

ます。

４．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載してお

りません。

 

 

２【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社および当社の関係会社が営む事業の内容について、重要な変更はあり

ません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第２四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定、または、締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社および連結子会社）が

判断したものであります。

 

（１）業績の状況

当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、堅調な企業収益を背景として、雇用や所得環境の改善傾向

が続き、個人消費は底堅い動きとなっているものの、消費者マインドは足踏みがみられます。

住宅業界では、フラット35Ｓの金利優遇幅の拡大、住宅取得資金贈与の非課税枠の拡大および省エネ住宅ポイ

ント制度等、住宅取得に関する政府の住宅支援策が打ち出されていますが、戸建住宅は本格的な回復には至りま

せんでした。一方、賃貸住宅では、相続税制改正に対する関心が引き続き高く、都市部を中心に堅調な需要が続

きました。

このような状況のなかで、当社グループは、今年度を最終年度とする中期計画に基づき、「スマートなくらし

の価値を創造するオンリー・ワンの住生活企業」を目指し、様々な需要や生活者の関心を商機として捉え、新築

請負事業、街づくり事業、ストック事業、海外事業の４事業分野を経営の軸に据えて事業を展開しました。

７月には、日経ＢＰ社が毎年実施している一般消費者向けインターネット調査「環境ブランド調査」におい

て、当社の環境活動が評価され、調査対象560社中33位と前回調査から向上しました。なかでも「省エネに努

力」、「蓄エネ・創エネを推進」などの環境イメージにおいては10位となり、住宅会社の中ではトップでした。

 

各事業の概況は次のとおりです。

 

・新築請負事業

戸建住宅では、政府が2020年までに標準的な新築住宅で実現を目指す一次エネルギー収支ゼロ（ＺＥＨ）の２

年前倒しでの実現に向け、パナソニックグループの先進技術を活かして当社が独自に提案する「３つの未来標

準」（①「太陽光＋蓄電システム」②「家まるごと断熱＋エコナビ換気システムＨＥＰＡプラス」③「スマート

ＨＥＭＳ＋プライベート・ビエラ」）を搭載した、ＺＥＨを超えるエコ性能『ゼロエコ』を推進しました。４月

には『ゼロエコ』を標準採用し、主要部材を大型化して現場施工の省力化を実現したＮＥＷ『ＣＡＳＡＲＴ（カ

サート）』を発売しました。また、ライフスタイル提案として、子どもの自立を考えた子育て住まい提案『Ｋｏ

ｄｏＭｏｔｔｏ（こどもっと）』を戸建住宅全商品に展開しました。提案ポイントの１つである『エコナビ搭載

換気システムＨＥＰＡプラス』は、キッズデザイン協議会（内閣府認証ＮＰＯ）が主催する「第９回キッズデザ

イン賞」を受賞しました。

３階建から７階建の多層階住宅では、店舗や事務所などのテナント用途に適した間取りや天井高を実現する

『ＶｉｅｕｎｏＰＲＯ（ビューノ・プロ）』を４月に発売しました。同月、パナソニックのブランド『Ｔｅｃｈ

ｎｉｃｓ（テクニクス）』とのコラボレーションで上質な音楽を楽しめる日本初（※１）の６階建モデルハウス

を新宿展示場内にオープンしました。また、多層階住宅の魅力を体感できるコンサルティング拠点「ビューノプ

ラザ」を新たに３拠点（東京都新宿区、台東区、神奈川県横浜市）開設して６拠点とし、拡販を図りました。

（※１）2015年４月時点・パナホーム調べ

集合住宅では、ＴＶＣＭやモデル棟整備を実施し、住まいやくらしにこだわりを持つ女性の視点や感性に応え

る賃貸住宅コンセプト『ラシーネ』を推進しました。オリジナルの洗面化粧台『スマート・ウィズ洗面ユニッ

ト』が、公益財団法人日本デザイン振興会が主催する「2015年度グッドデザイン賞」を受賞しました。高齢者住

宅では、医療法人ルートやパナソニックグループとの合同セミナーを開催し事業連携強化を図りました。また、

当社請負によるパナソニックグループのサービス付き高齢者向け住宅『エイジフリーハウス川崎登戸』（神奈川

県川崎市）、『エイジフリーハウス宝塚中山』（兵庫県宝塚市）が竣工しました。

 

・街づくり事業

分譲土地・建物では、『Fujisawaサスティナブル・スマートタウン』（神奈川県藤沢市）をフラッグシップ

に、住まわれる方の快適性、地域特性、環境に配慮した街づくりを推進しています。４月には、仙台復興の拠点

のひとつである防災集団移転地域に、当社が参画するプロジェクト『さきまち荒井南サスティーナタウン』（宮
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城県仙台市）のモデル街区が完成しました。また、各地区では、分譲フェアを実施し拡販を図るとともに、販売

用土地確保に努めました。

マンションでは、九州で初となる『パークナード香椎』（福岡県福岡市）が７月に竣工しました。また、国土

交通省「住宅・建築物省ＣＯ2先導事業」採択の『パークナード目黒カレン』（東京都目黒区）に加え、『パー

クナード名古屋駅』（愛知県名古屋市）、『シティタワー梅田東』（大阪府大阪市）、『アルファパークナード

高松ザ・タワー』（香川県高松市）の販売を開始し、好調に推移しました。

 

・ストック事業

リフォームにおきましては、既築プレハブ住宅だけではなく在来木造住宅やマンションを含めて、「価値を生

む」リフォームを推進しています。パナホーム リフォーム株式会社へパナソニック ホームエンジニアリング株

式会社の直営リフォーム部門を４月に統合し販売力強化を図るとともに、ご相談窓口であるパナホームリフォー

ムプラザの増設、住宅展示場内でのリフォームコーナーの拡充、リフォームフェアや実例現場見学会などのイベ

ント開催等により、お客様との接点強化を図りました。また、政府が進める長期優良住宅化リフォーム推進事業

や省エネ住宅ポイントを活用した提案を行い、価値を高めるリフォームの拡販に努めました。お客様の立場に

立ったきめ細かな住空間提案が評価され、2015年オリコン日本顧客満足度ランキングリフォーム会社（マンショ

ン）部門では総合第１位を獲得しました。

不動産流通では、新築物件に加えて既存の賃貸物件の受託推進により管理戸数の拡大を図りました。また、

「スムストック」の推進や、リフォーム部門・カスタマー部門との連携により売買仲介件数の拡大に努めまし

た。

 

・海外事業

台湾では、４月より子会社２社を統合し、ディベロッパー（事業開発）＋建物（施工）＋内装（設計・施工）

＋アフターサービスまでを行う一気通貫体制を構築しました。６月には、現地ディベロッパーとのＪＶによる海

外初の設計・施工分譲マンション『中山北路（ゾンサンペールー）』（台北市・2017年６月竣工予定）を販売開

始しました。９月には、『羅斯福路（ロスフルー）』（台北市）が台湾の優良施工品質賞を受賞しました。マ

レーシアでは、強く劣化しにくいＷ－ＰＣ構法を用いた「リンクハウス」型の試作棟を建設し現地ディベロッ

パーを招いた見学会を実施するなど、拡販を推進しました。ＡＳＥＡＮ地域では、４月に「PanaHome Asia

Pacific Pte,Ltd.」をシンガポールに設立し、インドネシアとタイにおいて現地ディベロッパーとのＪＶ組成に

向けて営業活動を実施しました。

 

以上の結果、当第２四半期連結累計期間の経営成績につきましては、売上高は、新築請負売上が堅調に推移した

ことにより、1,629億9千9百万円（前年同期比6.9％増）となりました。利益につきましては、増収による粗利益額

の増加により、営業利益は47億3千9百万円（前年同期比7.3％増）、経常利益は45億6千6百万円（前年同期比1.2％

増）、親会社株主に帰属する四半期純利益は27億4百万円（前年同期比2.5％増）となりました。

 

（２）財政状態の分析

①資産、負債及び純資産の状況

（資産）

当第２四半期連結会計期間末における資産総額は、2,576億2千4百万円であり前連結会計年度末比108億7千7

百万円増加しました。その主な要因は、関係会社預け金が20億円減少した一方で、現金預金が40億5千5百万

円、未成工事支出金が24億6千4百万円および販売用不動産が56億9千6百万円増加したことによるものです。

（負債）

当第２四半期連結会計期間末における負債総額は、1,209億8千7百万円であり前連結会計年度末比94億5百万

円増加しました。その主な要因は、未成工事受入金が100億3千1百万円増加したことによるものです。

（純資産）

当第２四半期連結会計期間末における純資産合計は、1,366億3千7百万円であり前連結会計年度末比14億7千2

百万円増加しました。その主な要因は、親会社株主に帰属する四半期純利益27億4百万円を計上した一方で、配

当金の支払が16億7千9百万円あったことによるものです。この結果、自己資本比率は52.8％（前連結会計年度

末は54.7％）となりました。

②キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、前連結会計年度末に

比べ5億4千4百万円増加し、628億7千9百万円となりました。（現金及び現金同等物に係る換算差額を含む。）

営業活動によるキャッシュ・フローは、30億9百万円の増加（前年同期に比べて43億2千8百万円の増加）とな

りました。その主な内容は、税金等調整前四半期純利益（45億4千4百万円）および未成工事受入金の増加（64億

5千4百万円）などの資金の増加があった一方で、たな卸資産の増加（60億9千2百万円）および法人税等の支払額

（30億5千8百万円）などの資金の減少があったことによるものです。
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投資活動によるキャッシュ・フローは、5千7百万円の減少（前年同期に比べて15億7千5百万円の増加）となり

ました。その主な内容は、連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による収入（22億5千万円）などの資金の

増加があった一方で、有形固定資産の取得による支出（13億9百万円）および無形固定資産の取得による支出

（11億3千5百万円）などの資金の減少があったことによるものです。

財務活動によるキャッシュ・フローは、23億4千4百万円の減少（前年同期に比べて3億3千万円の減少）となり

ました。その主な内容は、配当金の支払額（16億7千9百万円）および長期借入金の返済による支出（6億1千3百

万円）などの資金の減少があったことによるものです。

 

（３）事業上及び財務上の対処すべき課題

　　当第２四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

（４）研究開発活動

　当第２四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、7億6百万円であります。

 なお、当第２四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 596,409,000

計 596,409,000

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成27年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成27年11月11日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品取
引業協会名

内容

普通株式 168,563,533 168,563,533
東京証券取引所

市場第一部

単元株式数

1,000株

計 168,563,533 168,563,533 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

 該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（千株）

発行済株式
総数残高
（千株）

資本金
増減額
（百万円）

資本金
残高

（百万円）

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

（百万円）

　平成27年７月１

日～平成27年９月30

日

－ 168,563 － 28,375 － 31,953
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（６）【大株主の状況】

  平成27年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

パナソニック株式会社 大阪府門真市門真1006番地 91,036 54.00

NORTHERN TRUST CO.(AVFC) RE-SSD00

（常任代理人　香港上海銀行東京支

店）

英国　ロンドン

（東京都中央区日本橋三丁目11番１号）
3,842 2.27

パナホーム社員持株会  大阪府豊中市新千里西町一丁目１番４号 3,182 1.88

THE BANK OF NEW YORK MELLON

SA/NV　10

（常任代理人　株式会社三菱東京Ｕ

ＦＪ銀行）

ベルギー王国　ブリュッセル

（東京都千代田区丸の内二丁目７番１号）
3,170 1.88

日本トラスティ・サービス信託銀行株

式会社（信託口）
東京都中央区晴海一丁目８番11号 2,477 1.46

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区丸の内一丁目１番２号 2,358 1.39

日本マスタートラスト信託銀行株式

会社（信託口）
東京都港区浜松町二丁目11番３号 2,077 1.23

STATE STREET BANK AND TRUST

COMPANY 505001　　　　

（常任代理人　株式会社みずほ銀行

決済営業部）

米国　ボストン

（東京都中央区月島四丁目16番13号）
1,978 1.17

THE BANK OF NEW YORK, TREATY

JASDEC ACCOUNT

（常任代理人　株式会社三菱東京Ｕ

ＦＪ銀行）

ベルギー王国　ブリュッセル

（東京都千代田区丸の内二丁目７番１号）
1,915 1.13

GOLDMAN SACHS INTERNATIONAL 　

（常任代理人　ゴールドマン・サッ

クス証券株式会社）

英国　ロンドン　　

（東京都港区六本木六丁目10番１号）
1,856 1.10

計 － 113,893 67.56

　（注）日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）、日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）

       の所有株式数は、すべて同行の信託業務に係るものであります。
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成27年９月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）

（自己保有株式）  

－ 単元株式数1,000株
普通株式 599,000

（相互保有株式）  

普通株式 50,000

完全議決権株式（その他） 普通株式 166,887,000 166,887 単元株式数1,000株

単元未満株式 普通株式 1,027,533 －
１単元（1,000株）未満

の株式

発行済株式総数 168,563,533 － －

総株主の議決権 － 166,887 －

 

②【自己株式等】

平成27年９月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）      

パナホーム㈱
大阪府豊中市新千里西

町一丁目１－４
599,000 － 599,000 0.35

（相互保有株式）      

㈱パナホーム山梨
山梨県甲府市上石田四

丁目12－１
9,000 － 9,000 0.00

㈱パナホーム静岡
静岡県浜松市中区砂山

町324－８
21,000 － 21,000 0.01

京都パナホーム㈱
京都市山科区西野櫃川

町50－１
19,000 － 19,000 0.01

㈱パナホーム兵庫
兵庫県姫路市三左衛門

堀西の町205－２
1,000 － 1,000 0.00

（相互保有株式小計） － 50,000 － 50,000 0.02

計 － 649,000 － 649,000 0.38

 

２【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間において、役員および専任の執行役員の異動はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣

府令第64号）に基づいて作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14号）に準じて記載しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成27年７月１日から平

成27年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成27年４月１日から平成27年９月30日まで）に係る四半期

連結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(平成27年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成27年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金預金 17,876 21,931

受取手形・完成工事未収入金等 5,308 6,093

未成工事支出金 6,776 9,240

販売用不動産 59,292 64,988

商品及び製品 845 1,446

仕掛品 42 92

原材料及び貯蔵品 157 183

関係会社預け金 85,000 83,000

その他 6,424 6,471

貸倒引当金 △22 △12

流動資産合計 181,702 193,435

固定資産   

有形固定資産   

土地 20,220 20,720

その他（純額） 17,977 18,334

有形固定資産合計 38,197 39,055

無形固定資産 3,852 3,634

投資その他の資産   

投資有価証券 8,590 6,974

その他 14,750 14,944

貸倒引当金 △345 △418

投資その他の資産合計 22,995 21,499

固定資産合計 65,045 64,189

資産合計 246,747 257,624
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(平成27年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成27年９月30日)

負債の部   

流動負債   

支払手形・工事未払金等 44,267 44,386

短期借入金 355 495

未払法人税等 3,242 1,946

未成工事受入金 24,695 34,726

賞与引当金 2,931 3,291

完成工事補償引当金 1,283 1,334

売上割戻引当金 7 5

その他 16,294 15,782

流動負債合計 93,078 101,967

固定負債   

長期借入金 613 －

退職給付に係る負債 7,671 8,244

資産除去債務 634 710

その他 9,584 10,064

固定負債合計 18,503 19,020

負債合計 111,582 120,987

純資産の部   

株主資本   

資本金 28,375 28,375

資本剰余金 31,985 31,999

利益剰余金 84,578 85,586

自己株式 △332 △345

株主資本合計 144,607 145,615

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 401 264

土地再評価差額金 △6,280 △6,263

為替換算調整勘定 50 △8

退職給付に係る調整累計額 △3,812 △3,468

その他の包括利益累計額合計 △9,641 △9,476

非支配株主持分 199 498

純資産合計 135,165 136,637

負債純資産合計 246,747 257,624
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年９月30日)

売上高 152,410 162,999

売上原価 118,569 125,852

売上総利益 33,840 37,146

販売費及び一般管理費 ※１ 29,421 ※１ 32,407

営業利益 4,419 4,739

営業外収益   

受取利息 117 111

受取配当金 13 16

その他 149 159

営業外収益合計 280 286

営業外費用   

支払利息 38 37

持分法による投資損失 49 174

その他 99 248

営業外費用合計 187 460

経常利益 4,512 4,566

特別利益   

固定資産売却益 0 0

投資有価証券売却益 － 71

負ののれん発生益 － 228

特別利益合計 0 300

特別損失   

固定資産除売却損 10 70

減損損失 45 －

段階取得に係る差損 － 250

特別損失合計 56 321

税金等調整前四半期純利益 4,457 4,544

法人税等 1,816 1,808

四半期純利益 2,641 2,736

非支配株主に帰属する四半期純利益 3 31

親会社株主に帰属する四半期純利益 2,637 2,704
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年９月30日)

四半期純利益 2,641 2,736

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 15 △106

為替換算調整勘定 11 △59

退職給付に係る調整額 342 343

持分法適用会社に対する持分相当額 7 △30

その他の包括利益合計 376 147

四半期包括利益 3,017 2,883

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 3,014 2,852

非支配株主に係る四半期包括利益 3 31
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 4,457 4,544

減価償却費 1,925 2,157

減損損失 45 －

段階取得に係る差損益（△は益） － 250

負ののれん発生益 － △228

賞与引当金の増減額（△は減少） △105 △82

受取利息及び受取配当金 △131 △127

支払利息 38 37

持分法による投資損益（△は益） 49 174

売上債権の増減額（△は増加） 1,855 △891

たな卸資産の増減額（△は増加） 1,984 △6,092

仕入債務の増減額（△は減少） △4,467 △1,064

未成工事受入金の増減額（△は減少） △1,173 6,454

その他 △2,505 813

小計 1,972 5,945

利息及び配当金の受取額 173 160

利息の支払額 △43 △37

法人税等の支払額 △3,421 △3,058

営業活動によるキャッシュ・フロー △1,319 3,009

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △540 △1,684

定期預金の払戻による収入 509 1,656

有形固定資産の取得による支出 △1,335 △1,309

有形固定資産の売却による収入 35 64

無形固定資産の取得による支出 △495 △1,135

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による

収入
－ 2,250

貸付金の回収による収入 236 61

関係会社預け金の預入れによる支出 △40,000 △40,000

関係会社預け金の払戻しによる収入 40,000 40,000

その他 △42 38

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,632 △57

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 166 10

長期借入金の返済による支出 △54 △613

自己株式の取得による支出 △9 △15

配当金の支払額 △2,099 △1,679

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △17 △40

その他 △0 △5

財務活動によるキャッシュ・フロー △2,014 △2,344

現金及び現金同等物に係る換算差額 16 △63

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △4,949 544

現金及び現金同等物の期首残高 62,322 62,335

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１ 57,372 ※１ 62,879
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

１．連結の範囲の重要な変更

　第１四半期連結会計期間より、前連結会計年度において持分法適用関連会社であった㈱パナホーム北関東他１社

は株式の追加取得により連結子会社となり、新たに設立したPanaHome Asia Pacific Pte,Ltd.を連結の範囲に含め

たため、連結子会社数が３社増加いたしました。また、台湾松下居家内装股份有限公司は合併により消滅したた

め、連結子会社数が１社減少いたしました。

 

２．持分法適用の範囲の重要な変更

　第１四半期連結会計期間より、前連結会計年度において持分法適用関連会社であった㈱パナホーム北関東他１社

は株式の追加取得により連結子会社となり、関連会社でなくなったため、持分法適用関連会社の数が２社減少いた

しました。

 

（会計方針の変更）

 （企業結合に関する会計基準等の適用）

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」とい

う。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成25年９月13日。以下「連結会計基準」

という。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号　平成25年９月13日。以下「事業分離等

会計基準」という。）等を第１四半期連結会計期間から適用し、支配が継続している場合の子会社に対する当社

の持分変動による差額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用とし

て計上する方法に変更しております。また、第１四半期連結会計期間の期首以後実施される企業結合について

は、暫定的な会計処理の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する四半期連結会計期間の四半

期連結財務諸表に反映させる方法に変更しております。加えて、四半期純利益等の表示の変更及び少数株主持分

から非支配株主持分への表示の変更を行っております。当該表示の変更を反映させるため、前第２四半期連結累

計期間及び前連結会計年度については、四半期連結財務諸表及び連結財務諸表の組替えを行っております。

当第２四半期連結累計期間の四半期連結キャッシュ・フロー計算書においては、連結範囲の変動を伴わない子

会社株式の取得又は売却に係るキャッシュ・フローについては、「財務活動によるキャッシュ・フロー」の区分

に記載し、連結範囲の変動を伴う子会社株式の取得関連費用もしくは連結範囲の変動を伴わない子会社株式の取

得又は売却に関連して生じた費用に係るキャッシュ・フローは、「営業活動によるキャッシュ・フロー」の区分

に記載しております。

企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項(4)、連結会計基準第44－５項(4)及び事

業分離等会計基準第57－４項(4)に定める経過的な取扱いに従っており、第１四半期連結会計期間の期首時点から

将来にわたって適用しております。

これによる当第２四半期連結累計期間の損益及び当第２四半期連結会計期間末の資本剰余金に与える影響は軽

微であります。

 

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

　（税金費用の計算）

　税金費用については、当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純損益に対する税効果会計

適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純損益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

保証債務

前連結会計年度
（平成27年３月31日）

当第２四半期連結会計期間
（平成27年９月30日）

住宅ローン及びつなぎローン利用

によるパナホーム購入者のために

提携金融機関に対して保証してい

る金額

13,446百万円 住宅ローン及びつなぎローン利用

によるパナホーム購入者のために

提携金融機関に対して保証してい

る金額

18,016百万円
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（四半期連結損益計算書関係）

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
　前第２四半期連結累計期間
（自 平成26年４月１日
　　至 平成26年９月30日）

　当第２四半期連結累計期間
（自 平成27年４月１日
　　至 平成27年９月30日）

広告宣伝費 2,037百万円 1,987百万円

販売促進費 2,246 2,307

従業員給料手当 9,882 11,334

退職給付費用 951 534

賞与引当金繰入額 2,127 2,444

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※１．現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は下

記　のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自 平成26年４月１日
至 平成26年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自 平成27年４月１日
至 平成27年９月30日）

現金預金勘定 16,912百万円 21,931百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 △540 △2,051

預入期間が３か月以内の関係会社預け金 41,000 43,000

現金及び現金同等物 57,372 62,879

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年９月30日）

１．配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年４月25日

取締役会
普通株式 2,100 12.5 平成26年３月31日 平成26年５月29日  利益剰余金

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間

末後となるもの

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年10月30日

取締役会
普通株式 1,679 10.0 平成26年９月30日 平成26年11月28日  利益剰余金

 

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　平成27年４月１日　至　平成27年９月30日）

１．配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年４月27日

取締役会
普通株式 1,679 10.0 平成27年３月31日 平成27年５月28日  利益剰余金

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間

末後となるもの

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年10月28日

取締役会
普通株式 1,679 10.0 平成27年９月30日 平成27年11月27日  利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

前第２四半期連結累計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間

（自　平成27年４月１日　至　平成27年９月30日）

　当社グループは、工業化住宅「パナホーム」の製造・施工販売及び戸建分譲住宅・宅地の販売等を行う住宅事

業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

（金融商品関係）

当第２四半期連結会計期間末（平成27年９月30日）

 企業集団の事業運営において、重要なものとなっているものの変動はありません。

 

（有価証券関係）

当第２四半期連結会計期間末（平成27年９月30日）

　企業集団の事業運営において、重要なものとなっているものの変動はありません。

 

（デリバティブ取引関係）

ヘッジ会計を適用しているもの以外のデリバティブ取引はありません。

 

（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

 
 

前連結会計年度
（平成27年３月31日）

当第２四半期連結会計期間
（平成27年９月30日）

１株当たり純資産額 803円60銭 810円64銭

 

２．１株当たり四半期純利益金額

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額 15円70銭 16円10銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額

（百万円）
2,637 2,704

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期

純利益金額（百万円）
2,637 2,704

普通株式の期中平均株式数（千株） 167,971 167,940

　（注）　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

２【その他】

   平成27年10月28日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

 （イ）中間配当による配当金の総額……………………1,679百万円

 （ロ）１株当たりの金額…………………………………10円00銭

 （ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………平成27年11月27日

 （注）平成27年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

   平成27年11月２日

パナホーム株式会社  

 取締役会　御中   

 

 有限責任監査法人トーマツ  

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 大西　康弘　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 大谷　博史　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているパナホーム株式

会社の平成27年４月１日から平成28年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成27年７月１日から平

成27年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成27年４月１日から平成27年９月30日まで）に係る四半期連結財

務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッ

シュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、パナホーム株式会社及び連結子会社の平成27年９月30日現在の財政状

態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していな

いと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　　　２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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